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大阪府指定出資法人評価等審議会（第 14回） 

■と  き   令和４年 10月 5日（水曜日）10：00 ～12：00  

■と こ ろ   web会議 

■出  席  者  吉村  典久（関西学院大学専門職大学院経営戦略研究科 教授） 
飯島  奈絵（堂島法律事務所 弁護士） 
上野山 達哉（大阪公立大学大学院経営研究科・商学部 教授） 

久保  明代（株式会社プロスパー・コーポレーション 代表取締役会長） 

坂本  守孝（坂本会計事務所 公認会計士） 

山田 美智子（三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 主任研究員） 

■議   事 大阪府指定出資法人の役員報酬基準の再点検について 

 

■大阪府指定出資法人の役員報酬基準の再点検について 

事務局より各法人の役員の職務･職責等について説明 

〔主な質疑等〕 

（１）大阪モノレール株式会社 

委 員：重要課題・ミッションにおいて、運輸収入の減少が変化点として記載されているが、それ

に伴う役員の職務・職責はどのように変化しているのか。 

事務局：安全設備への投資や南伸事業等、一定の計画的な支出が見込まれる一方、収入面では運輸

収入の減少等の要因について、急激な回復が見込みがたい状況にあることから、役員とし

て資金繰りや株式会社としての収益確保に対するマネジメントについては、前回点検時よ

りも難しくなっている状況にあることを記載している。 

委 員：職員数の増や、事業の進捗管理等の業務について、役員としての職務の増があるのではな

いか。 

委 員：役員の職務・職責としては、前回の評価から評価点数を変化させるほどの大きな変化は見

られない。 

 

（２）大阪府土地開発公社 

委 員：基本的には大阪府の予算、事業計画で決定されたことを実行していく法人であり、経営の

自由度及びリスクは低い。 

 

（３）公益財団法人大阪府都市整備推進センター 

委 員：新規事業への取組みもあり、これまで以上に専門性、マネジメント力が求められると思わ

れる。 

委 員：業務が増大していると記載されているが、複数名の役員を配置して効率的な役割分担で業

務を行っている体制を考えると、評価点数を増加させる状況とはいえない。 

 

（４）堺泉北埠頭株式会社 

委 員：府市港湾局の統合により、阪神港との連携等、機動的な対応が増加しているのではないか。 

委 員：堺泉北港における農産物輸出拡大の取組等の新たな業務が増加しており、役員としての業
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務範囲、管理スパンが拡大している。 

 

（５）公益財団法人 西成労働福祉センター 

委 員：職員の安全管理リスクは非常に高い。 

委 員：過去の点検においても安全管理に関するリスクが顕在化したことにより評価点数が増加し

ており、さらに評価を上げるだけの変化が生じていると見ることは難しい。 

委 員：ミッションに大きな変化はないが、当地域において法人に期待される役割は大きくなって

いると思われる。今後も引き続き適切に取り組まれることに期待したい。 

 


